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研究成果の概要（和文）：本研究では，日本，韓国，中国企業の製品開発と人材マネジメントとの関係を実証的に分析
した．分析に際し，以下の３つの仮説を設定した．すなわち，(1)企業は経営資源や製品市場などの環境条件に応じて
製品アーキテクチャを戦略的に選択する，(2)選択した製品アーキテクチャに応じて開発組織のデザインを戦略的に選
択する，(3)選択した製品アーキテクチャ・開発組織と人材マネジメントとの間には補完性がある，という仮説である
．３か国の同一製品（携帯電話端末，液晶テレビ，業務用情報システム）を対象とした聞き取り調査，ならびに製造業
とソフトウェア業に属する企業のアンケート調査の結果は，３つの仮説を支持するものであった．

研究成果の概要（英文）：This research examines the relationship between product development and human reso
urce management (HRM) practices in Japan, Korea, and China. We first posit the following three hypotheses:
 (1) Firms strategically choose their product architecture, taking into account factors such as internal m
anagement resources and external product market conditions; (2) Firms strategically choose their organizat
ional design for product development reflecting their choice of product architecture; (3) There is a compl
ementary relationship between the chosen product architecture on the one hand and HRM practices on the oth
er. Next, we present our findings from case studies, focusing on firms making the same products (cellular 
phones, liquid crystal televisions, and information systems), followed by an analysis of the data obtained
 through a questionnaire survey of firms in the manufacturing and software industries in the three countri
es. Our findings generally support the three hypotheses.
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１．研究開始当初の背景  
 

近年アーキテクチャという考え方が興隆し，
これを鍵概念とした実証分析が盛んである．
製品アーキテクチャとは，「システムとして
の製品をどのようにサブシステムへ分解して，
いかにそれらのサブシステム間のインターフ
ェイスを定義づけるかに関しての設計思想」
である（藤本ほか(2001)）．部品の組み合わ
せのルールを事前に決めて，開発・製造の際
にそのルールに従って部品を組み合わせるの
が「モジュラー型（組み合わせ型）」である．
他方，部品の組み合わせのルールを事前には
決めずに，開発・製造の際に各部品間・各部
門間の調整（擦り合わせ）を行うのが「イン
テグラル型（擦り合わせ型）」である．また，
部品調達の仕方が企業内に閉じられている「ク
ローズド型」と企業の枠を超えて汎用的に調
達される「オープン型」とがある．藤本隆宏
によれば，アメリカ企業はオープン・モジュ
ラー型に強く，日本企業はクローズド・イン
テグラル型に競争優位がある（藤本(2004)）．
そして，この観点から，ミクロ・レベルでの
製品開発の分析のみならず，産業別・各国別
分析へと研究は進展している（藤本・新宅
(2005)，藤本・桑嶋(2009)）．しかしながら，
この方向での研究には以下のような未解明点
ないしは不十分点があった． 
まず第１に，製品開発に関する先行研究は，

製品アーキテクチャと製品開発組織のデザイ
ン，および製品開発プロセスについては，有
意義な解明を行ってきたが，そのプロセスを
動かす人材の問題を分析していない．Clark 
and Fujimoto(1991)などによる，主に自動車
企業における製品開発に関する国際比較研究
は，この分野を代表する先行研究である．し
かしながら，製品開発を実際に担う人材であ
るエンジニアの仕事と，彼らにかかわる人材
マネジメントの実態という，重要な側面につ
いては，先行研究の対象外であった．本研究
は，これら先行研究を踏まえつつも，「ヒト」
の仕事と管理の実態という，先行研究の未解
明部分を明らかにしようとするものであった
ことを強調する．第２に，2000年代に入って，
とりわけ代表的な知識集約産業であるIT関連
産業において，もはや「安価な生産拠点」で
はなく製品開発拠点としての東アジア諸国が
ますます重要になってきており，事実として，
これら諸国企業は強い国際競争力を有してい
る．加えて，東アジアは，IT関連産業の国際
分業で世界をリードする地域に成長している．
したがって，東アジア企業の動向は，世界各
国，特に先進諸国の同産業に甚大な影響を及
ぼさざるをえない．このことは，グローバル
な視点からみて，東アジア企業を研究する重
要性が高まっていることを如実に示す．にも
かかわらず，日本を含む東アジア諸国の企業
を国際比較した先行研究は，非常に少ないの
が現状であった．たとえば，日本の自動車産
業（特にトヨタ自動車）では，製品開発に際

し，長期雇用慣行をベースとして，プロジェ
クト重視型組織が採られ，権限の強いプロジ
ェクト・マネージャーが「擦り合わせ」を牽
引することが知られている．ではいったい，
IT関連産業の製品開発拠点として世界をリー
ドする主要な中国・台湾・韓国企業では何が
行われているのか．この21世紀経済にとって
重要な問いへの解答はまだ存在しない．本研
究は，この重要な問いに答えを下した． 
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２．研究の目的 
 
本研究の目的は，世界の製品開発拠点に成

長しつつある中国，台湾および韓国の電機・
電子・情報関連企業に焦点を絞り，日本企業
との比較を通じて，製品アーキテクチャと開
発組織・人材管理との間の補完関係，および
それが製品開発成果に与える影響を国際比較
することであった．製品開発は，一方では創
造性の発揮を前提とするが，他方では効率性
を求めての管理を必要とするジレンマを孕ん
だプロセスである．創造性と管理という，相
反する２つの要求にどのように折り合いをつ
けるかが，製品開発の成否を決する．このジ
レンマの解決法は，製品アーキテクチャの戦
略的選択，製品開発組織の設計・運用，エン
ジニアの人事管理に集約的に現れる．よって，
組織と人材の管理が製品開発の枢要な課題と
なる．本研究が「製品アーキテクチャ」「組
織」と「人材」に焦点を当てて国際比較を行
ったのも，このために他ならない． 
 
３．研究の方法 
 
本研究の目的は，中国，および韓国の電機・

電子・情報関連企業に焦点を絞り，日本企業
との比較を通じて，製品アーキテクチャと開
発組織・人材マネジメントとの間の補完関係，
およびそれが製品開発成果に与える影響を実
証的に明らかにすることであった．この目的
を達成するために，東アジア３か国の企業実



 

 

態に詳しく，なおかつ製品開発と人材マネジ
メントを研究対象とする研究者のチームをま
ず組織した．その上で，次のような研究方法
を採った．(1)まず製品特性をコントロール
するために，製品をそろえた聞き取り調査を
４地域企業の人事部門と製品開発部門に対し
て行った（平成22年度）．(2)しかる後に，製
品アーキテクチャと開発組織・人材マネジメ
ントとの間の関係に関する仮説を設定し，そ
れを検証するために電機・電子・情報関連企
業を対象にしたアンケート調査を実施した（平
成23年度）．(3)そして，定性的分析と定量的
分析を組み合わせた諸章からなる研究書を完
成させた（平成24年度）．以上に加えて，平
成24年度の交付申請書の「平成24年度の研究
実施計画」で記したように，エンジニア個人
を対象とする調査で補完的な分析を行うこと
を目指した．結果的には，外交関係の悪化等
の理由でエンジニア個人調査を平成24年中に
行うことができず，平成25年度に繰り越しを
行った． 
 
４．研究成果 
 
日本・韓国・中国企業の事例研究とアンケ

ート調査に基づいて，以下の３つの事実を発
見した． 
(1)事例研究からは，携帯電話，液晶テレ

ビ，情報システムのいずれの場合でも製品ア
ーキテクチャを企業が戦略的に選択していた．
各社とも，蓄積された技術的・人材的能力の
水準や製品市場の状況に応じてインテグラル
型とモジュラー型を意識的に選択している．
また，アンケート調査からも，中国のモジュ
ラー志向が強いことが明らかになった一方で，
３か国で，同一業種や同一企業規模であって
も，モジュラー寄りとインテグラル寄りに企
業は散らばっており，ある製品アーキテクチ
ャが支配的ということはないことが確認され
た． 
(2)事例研究からは，モジュラー型アーキ

テクチャの色彩の濃い情報システムの場合に
は機能部門型の開発がなされ，インテグラル
型の要素の強い携帯電話機や液晶テレビの場
合には，機能部門横断型プロジェクト組織で
開発がなされることが明らかになった．また，
インテグラル性が高いほど，プロジェクト・
マネージャーの権限は強くなる（重量級PMが
存在する）ことも判明した．アンケート調査
からは，インテグラル型製品アーキテクチャ
と機能部門横断的なプロジェクト組織，モジ
ュラー型製品アーキテクチャと機能部門組織
との補完関係が日本と中国に関して確認され
た．しかし，韓国ではそうした関係が確認で
きなかった． 
(3)事例研究でもアンケート調査でも，製

品アーキテクチャと人材マネジメントとの関
係は，日本で「インテグラル型=内部育成重
視・長期的視点の能力開発・インセンティブ
付与」，中国で「モジュラー型=中途採用重視・

短期的視点からのインセンティブ付与」とい
う補完関係にあることが確認できた．３か国
374社に対するアンケート調査の結果分析を
さらに深め，製品アーキテクチャと人材マネ
ジメントとの補完関係を以下のように明らか
にした．第１に，製品アーキテクチャと人材
マネジメントとの組み合わせに関しては，日
本においては製品アーキテクチャと人材マネ
ジメントとが適切な組み合わせにあるとき開
発パフォーマンスが有意に高まるという結果
が得られた．しかし，韓国と中国ではそうし
た統計的有意性は確認できなかった．第２に，
開発パフォーマンスと製品アーキテクチャ・
人材マネジメントの組み合せとの間に線形の
関係があることを仮定せずに，組み合せ指数
の区間内でどのような効果を非線形的にもつ
かをみると，日本でも韓国でも，ベストの組
み合わせに近づくにつれて，逓増的に開発パ
フォーマンスが高まることが確認できた． 
また，先に述べたように，平成25年に繰り

越した資金により，エンジニア個人レベルの
アンケート調査も日本・中国・韓国を対象に
無事に実施することができた． 
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